
1 

税務訴訟資料 第２５９号－２０９（順号１１３２２） 

名古屋高等裁判所 平成●●年（○○）第●●号 所得税更正処分取消請求控訴事件 

国側当事者・国（岐阜北税務署長） 

平成２１年１１月２０日棄却・上告 

 （第一審・岐阜地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号、平成２１年６月１０日判決、本資料２５

９号－１０８・順号１１２２１） 

 

判 決 

控訴人（１審原告）  甲 

被控訴人（１審被告） 国 

同代表者法務大臣   千葉 景子 

処分行政庁      岐阜北税務署長 

           仲井 一正 

指定代理人      田原 浩子 

同          浅野 真哉 

同          松田 清志 

同          若島 文宏 

 

主 文 

１ 本件控訴を棄却する。 

２ 控訴費用は控訴人の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 当事者の求めた裁判 

１ 控訴人 

(1) 原判決を取り消す。 

(2) 岐阜北税務署長が平成１９年４月２４日付けでした、控訴人の平成１８年分所得税の更正

処分及び過少申告加算税の賦課決定処分を取り消す。 

(3) 訴訟費用は、第１、２審とも被控訴人の負担とする。 

２ 被控訴人 

 主文と同旨 

第２ 事案の概要 

１ 控訴人は、土地及び建物を取得後に建物の改装工事費用に充てた借入金について、平成１９年

法律第６号による改正前の租税特別措置法４１条１項１号、租税特別措置法施行令（平成１９年

政令第９２号による改正前のもの）２６条１項６号所定の「借入金」に該当するとし、それを前

提として、岐阜北税務署長に対し、平成１８年分の所得税の確定申告をしたところ、同税務署長

は、上記借入金が、同号所定の「借入金」に該当するとは認められないとして、控訴人に対し、

平成１８年分の所得税の更正処分及び過少申告加算税賦課決定処分をした。 

 本件は、控訴人が、上記税務署長の上記各処分は違法であると主張して、被控訴人に対し、上
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記各処分の取消しを求めた事案である。 

 原判決は、控訴人の請求をいずれも棄却した。そこで、控訴人が控訴した。 

２ 関係法令等、前提事実、争点及び争点についての当事者の主張は、以下のとおり原判決を付加

訂正するほか、原判決の「第２ 事案の概要」欄の１ないし４に記載のとおりであるから、これ

を引用する。 

３ 原判決の付加訂正 

(1) 原判決４頁１０行目冒頭から同頁２０行目末尾までを、次のとおり改める。 

「(2) 平成１９年政令第９２号による改正前の租税特別措置法施行令（以下「措置法施行令」

という。）２６条 

 １９項 

 法第４１条第３項に規定する政令で定める工事は、次に掲げる工事で当該工事に該当する

ものであることにつき財務省令で定めるところにより証明がされたものとする。 

１号 増築、改築、建築基準法第２条第１４号に規定する大規模の修繕又は同条第１５号に

規定する大規模の模様替（以下、これらを併せて「増築等」という。） 

２号ないし４号 省略 

(3) 昭和５５年に発遣された通達（「租税特別措置法に係る所得税の取扱いについて」（昭和

５５年１２月２６日付直所３－２０ほか国税庁長官通達。平成１９年６月２２日付課個２－

１３ほかによる改正前のもの。以下「措置法通達」という。）） 

ア ４１－２４ 

 「家屋の取得対価の額」には、次に掲げる金額を含むものとする。 

(1) その家屋と一体として取得した当該家屋の電気設備、給排水設備、衛生設備及びガ

ス設備等の附属設備の取得の対価の額 

(2) その家屋の取得の日以後居住の用に供する日前にした当該家屋に係る修繕に要した

額 

(3) 省略」 

(2) 原判決７頁１５行目末尾を改行のうえ、次のとおり付加する。 

「 また、後記「平成５年改正税法のすべて」（国税庁）３７７頁に基づく解釈を参考にすれ

ば、措置法通達４１－２６は、「大規模な修繕に係る工事と併せて同一の者から取得等して

いる場合で、当該構築物等の取得等の対価がきん少と認められるときは、措置法通達４１－

２４にかかわらず、当該構築物等の取得等の対価の額を家屋の取得対価の額に含めて差し支

えない。」と解することができる。」 

(3) 原判決７頁２１行目末尾を改行のうえ、次のとおり付加する。 

「 オ 措置法通達４１－２４(2)にいう修繕は、措置法４１条３項、措置法施行令２６条１

９項１号に規定されるように、「大規模の修繕」とそれ以外の修繕とを含むものと解す

べきである。 

 また、「平成５年改正税法のすべて」（国税庁）３７７頁には、（増改築等の範囲に関

し）「増築、改築、建築基準法第２条第１４号に規定する大規模の修繕又は同条第１５

号に規定する大規模の模様替に係る工事（その工事と併せて行うその家屋と一体となっ

て効用を果たす電気設備、給排水設備、衛生設備、ガス設備等の設備の取替え又は取付

けに係る工事を含む。）」との説明があるところ、措置法通達４１－２４(2)にいう修繕
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に大規模の修繕が含まれることとパラレルに考えれば、措置法通達４１－２４(1)にい

う「その家屋と一体として取得した…取得の対価の額」とは、併せて行う工事でありそ

の家屋と一体として効用を果たす附属設備の取得の費用を含むと解することができる。

その際、「工事と併せて行う」とは、「工事と同一の者が行う」と解すべきでなく、「工

事と同一時期に行う」と解釈すべきである。 

 そこで、本件工事にも、電気設備、給排水設備、衛生設備、ガス設備等の設備の取替

え又は取付けに係る工事が含まれるが、それらの費用は、措置法通達４１－２４(1)に

含まれると解することができる。 

(3) なお、措置法通達４１－２４(2)は、「その家屋の取得の日以後居住の用に供する日前

にした当該家屋に係る（大）修繕に要した額」を家屋取得の対価とするが、昭和６３年に

追加された措置法４１条１項は、「その者の居住の用に供している家屋の大規模な修繕の

額」を、家屋取得対価の額としており、両規定の間には、措置法通達４１－２４(2)が「居

住開始前の大規模な修繕」とし、措置法４１条１項が「大規模の修繕を居住開始後」とす

るという矛盾が生じていた。 

 法令解釈通達は、本来、法令の解釈であるため、法令に反したり、法令の意図する範囲

を超えることは許されない。「法律の優位の原則」によれば、措置法通達４１－２４(2)が、

家屋取得の対価として認めている「居住開始前の大規模な修繕」を、措置法４１条１項が

「大規模の修繕を居住開始後」に限定しているため、「居住開始前の大規模な修繕」は、

家屋取得の対価に含めることができなくなる。しかし、行政庁が、信頼の対象となる公的

見解を表示した場合には、信義誠実の原則（民法１条２項）が適用されるというべきであ

り、国税庁長官が、納税者に有利な措置法通達を公表した場合には、その措置法通達を否

定する措置法本文があっても、措置法通達の解釈を認めるべきである。 

 そこで、「居住の用に供する前にした大規模の修繕の額」を、家屋取得の対価と認める

べきである。」 

(4) 原判決７頁２２行目冒頭の「(3)」を「(4)」と改める。 

(5) 原判決９頁２２行目末尾を改行のうえ、次のとおり付加する。 

「(5) 控訴人は、措置法通達４１－２４(2)にいう修繕に、措置法４１条３項、措置法施行令

２６条１９項１号に規定される「大規模の修繕」とそれ以外の修繕とが含まれるとしたう

えで、建築後使用されたことのある家屋の取得費用に、大規模の修繕の費用のみならず、

「当該工事と併せて行う当該家屋と一体となって効用を果たす設備の取替え又は取付け

に係る工事」も含むとして、具体的には、本件工事費用のうち、大規模の修繕に係る工事

及び電気設備、給排水設備、衛生設備、ガス設備等の設備の取替え又は取付けに係る工事

の費用が、これに含まれる旨主張する。 

 しかし、措置法通達４１－２４(2)の趣旨は、特に中古家屋を購入した場合には、大な

り小なりの修繕を施すことが多いと考えられるが、この修繕のための費用については、そ

れがその中古家屋に入居するまでに要したものであれば、家屋の対価の額に含めることが

実情に即していると考えられたためであり、したがって、そこにいう修繕とは、建築後使

用されたことのある家屋の取得の場面の問題であるが、それに対し、措置法施行令２６条

１９項１号は、措置法４１条１項に規定する増改築等に関するものであるから、そこにい

う大規模の修繕とは、居住の用に供している家屋の増改築等の場面の問題である。 
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 したがって、措置法施行令２６条１９項１号の規定する大規模の修繕と措置法通達４１

－２４(2)にいう修繕とは、その適用場面を全く異にするものであるから、この点を無視

して、措置法施行令２６条１９項を措置法通達４１－２４(2)の解釈に持ち込もうとする

控訴人の主張は、失当である。 

 また、控訴人は、措置法通達４１－２４(2)と措置法４１条１項とが矛盾しているなど

と主張するが、措置法通達４１－２４(2)と措置法４１条１項、３項、措置法施行令２６

条１９項１号とが、その適用場面を異にすることは、前記のとおりである。 

 したがって、控訴人の主張する矛盾も起こりようがなく、控訴人の主張は、失当である。」 

(6) 原判決９頁２３行目冒頭の「(5)」を「(6)」と改める。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 当裁判所も、控訴人の請求はいずれも理由がないから棄却すべきものと判断するが、その理由

は、以下のとおり、原判決を付加訂正するほかは、原判決「第３ 裁判所の判断」欄の１及び２

に記載のとおりであるから、これを引用する。 

２ 原判決の付加訂正 

(1) 原判決１１頁１８行目末尾を改行のうえ、次のとおり付加する。 

「 さらに、控訴人は、措置法通達４１－２４(2)にいう修繕に、措置法４１条３項、同施行

令２６条１９項１号に規定される「大規模の修繕」とそれ以外の修繕とが含まれるとしたう

えで、建築後使用されたことのある家屋の取得費用に、大規模の修繕の費用のみならず、「当

該工事と併せて行う当該家屋と一体となって効用を果たす設備の取替え又は取付けに係る

工事」も含むとして、具体的には、本件工事費用のうち、大規模の修繕に係る工事及び電気

設備、給排水設備、衛生設備、ガス設備等の設備の取替え又は取付けに係る工事の費用が、

これに含まれる旨主張する。 

 しかし、措置法通達４１－２４(2)が、修繕のための費用を家屋の対価の額に含める趣旨

は、後記イのとおりである。これに対し、措置法施行令２６条１９項１号は、現に居住の用

に供している家屋の増改築等の場面で、どの範囲の費用を特別税額控除の対象にすべきであ

るかという観点から規定されたものであり、その趣旨や適用場面を異にする。そもそも住宅

借入金の特別控除は、持家取得の促進を目的として創設された特別の減税措置であって、公

平、中立の見地から、ある程度厳格な適用が要請されるとみられるから、そうだとすれば、

措置法施行令２６条１９項１号を、当然に、措置法通達４１－２４(2)の解釈に及ぼすこと

はできない。 

 したがって、「当該工事と併せて行う当該家屋と一体となって効用を果たす設備の取替え

又は取付けに係る工事」の費用に係る前記控訴人の主張は、失当であり、採用することはで

きない。」 

(2) 原判決１２頁１４行目冒頭から同末尾までを、次のとおり改める。 

「  また、控訴人は、措置法通達４１－２６について、大規模な修繕に係る工事と併せて同

一の者から取得等している場合で、当該構築物等の取得等の対価がきん少と認められると

きは、措置法通達４１－２４にかかわらず、当該構築物等の取得等の対価の額を、家屋の

取得対価の額に含めて差し支えないと解することができるなどと主張するが、措置法施行

令２６条１９項１号の規定の解釈を、当然に、措置法通達４１－２４(2)の解釈に取り入

れることができないことは、前記のとおりであり、したがって、控訴人の主張は、採用す
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ることができない。 

エ その他の主張について 

 控訴人は、措置法通達４１－２４(2)と措置法４１条１項との間に矛盾が生じているな

どとして、それを前提にるる主張するが、措置法通達４１－２４(2)と措置法４１条１項、

３項、措置法施行令２６条１９項１号とが、その適用場面を異にすることは、前記のとお

りであり、したがって、矛盾が生ずる余地はなく、控訴人の主張は、失当である。 

 控訴人は、その他るる主張するが、いずれも理由がない。 

以上によれば、本件工事費用のための借入金は、上記(1)③に該当しない。」 

第４ よって、原判決は相当であって、控訴人の本件控訴は理由がないから、これを棄却することと

し、主文のとおり判決する。 

 

名古屋高等裁判所民事第３部 

裁判長裁判官 高田 健一 

   裁判官 上杉 英司 

   裁判官 堀 禎男 


